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日本救急医学会指導医・専門医制度規則 

 

 

第１章  総   則 

 

第 １ 条 この制度は、救急医学及び救急医療を進歩発展させ、もって国民の福祉に貢献すること 

を目的とする。 

第 ２ 条 日本救急医学会は、前条の目的を達成するため、この制度により、日本救急医学会指導 

医（以下指導医と略記）、及び日本救急医学会による救急科専門医（以下専門医と略記） 

を置く。 

 

第２章  指導医・専門医制度を運用する機関 

 

第 ３ 条 日本救急医学会は、指導医及び専門医制度の運用に当たって、指導医・専門医制度委員 

会（以下制度委員会と略記）を設置する。 

第 ４ 条 制度委員会は、指導医・専門医制度の運用全般についての管理を行う。 

第 ５ 条 制度委員会は、理事会の議を経て代表理事が委嘱した若干名の委員をもって構成する。 

 

第３章  指導医及び専門医を審査する機関 

 

第 ６ 条 制度委員会は、指導医及び専門医を審査するために、下記の委員会を設置する。 

・指導医認定委員会 

・専門医認定委員会 

・研修プログラム委員会 

 

第４章  附   則 

第 ７ 条 この規則は、昭和 64 年 1 月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 8年 10 月 6 日から施行する。 

この改正は、平成 15 年 11 月 18 日から施行する。 

この改正は、平成 25 年 10 月 20 日から施行する。 

 

第 ８ 条 この規則は制度委員会、理事会、社員総会の議決を経なければ、変更もしくは廃止する 

ことができない。この規則を施行するため、別に細則を定める。 
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日本救急医学会指導医・専門医制度施行細則 

 

 

第１章  運   営 

 

第 １ 条 日本救急医学会指導医・専門医制度規則の施行に当たり、規則に定められた以外の事項 

については、施行細則に従うものとする。 

 

第２章  制度委員会 

 

第 ２ 条 制度委員会は、指導医・専門医制度の運用に当たって生じた疑義を処理する。 

第 ３ 条 制度委員会は、各認定委員会と研修プログラム委員会の委員を会員の中から選任する。 

委員の選任に当たり、各認定委員会と研修プログラム委員会の委員のうち少なくとも 2名 

以上は、制度委員会の委員がこれを兼務する。 

第 ４ 条 制度委員会の定員は 9名以上 15名以内とする。 

第 ５ 条 制度委員会委員の任期は 2年とし再任を妨げない。ただし、連続 3期（6年）を超える 

ことはできない。 

第 ６ 条 制度委員会の委員長は、代表理事が評議員の中から選出し、制度委員会委員は委員長が 

正会員の中から推薦して、それぞれ理事会の議を経て代表理事が委嘱する。 

第 ７ 条 制度委員会委員に欠員を生じたときは、制度委員会の議を経て、代表理事が委員の補充 

を行う。補充によって選任された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第 ８ 条 制度委員会は定員の 3分の 2以上の委員の出席を要し、議決は出席者の過半数によって 

行う。文書による意思の表示は出席と認めない。 

第 ９ 条 制度委員会の委員長は、議事録を作成し、これを保管しなければならない。 

第１０条 制度委員会委員は、業務上入手した会員に関する一切の情報を守秘する義務がある。 

第１１条 制度委員会の事務は、日本救急医学会事務所において行う。 

 

第３章  附   則 

 

第１２条 この細則は、昭和 64 年 1 月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 8年 10 月 6 日から施行する。 

この改正は、平成 15 年 11 月 18 日から施行する。 

この改正は、平成 18 年 8月 4 日から施行する。 

この改正は、平成 18 年 10 月 29 日から施行する。 

この改正は、平成 25 年 10 月 20 日から施行する。 

この改正は、平成 26 年 8月 28 日から施行する。 

 

第１３条 この細則は制度委員会、理事会の議決を経なければ、変更もしくは廃止することができ 

ない。 
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日本救急医学会指導医制度規則 

 

第１章  総   則 

 

第 １ 条 この制度は、救急医学及び救急医療の進歩発展のために、救急医療に従事し、救急医学 

教育・研究に携わり、専門研修指導医への教育や、メディカル・コントロール等におい 

て社会的責務を果たすとともに、日本救急医学会の管理・運営にも積極的に関与し、社 

会に貢献する指導的人材の育成を目的とする。 

第 ２ 条 日本救急医学会は、前条の目的を達成するため、この規則により、日本救急医学会指導 

医（以下指導医と略記）を認定し、また指導医育成のために、日本救急医学会指導医指 

定施設（以下指導医指定施設と略記）を認定する。 

 

第２章  指導医制度を運用する機関 

 

第 ３ 条 指導医制度の運用は、指導医･専門医制度委員会（以下制度委員会と略記）がこれを行う。 

 

第３章  指導医及び指導医指定施設を審査する機関 

 

第 ４ 条 指導医及び指導医指定施設の審査は、指導医認定委員会がこれを行う。 

第 ５ 条 指導医認定委員会は、理事会の議を経て代表理事が委嘱した若干名の委員をもって構成する。 

 

第４章  指導医指定施設 

 

第 ６ 条 日本救急医学会は、次の各項の条件を備え、指導医育成にふさわしい救急医療施設また 

は病院の救急部門を指導医指定施設として認定する。 

１．救急患者の診療、救急医学の教育・研究のできる十分な設備と人員とを有していること。 

２．各種の救急患者を診療していること。 

３．独立した救急部門であること。 

４．指導医が 2名以上いること。 

 

第５章  指導医指定施設の認定 

 

第 ７ 条 指導医指定施設の認定を受けようとする施設は、細則に定める申請書類を指導医認定委員会 

     に提出しなければならない。 

第 ８ 条 指導医認定委員会は、指導医指定施設として適当と認めた施設を、制度委員会を経て代表理 

     事に報告する。 

第 ９ 条 代表理事は、制度委員会の報告に基づき、理事会及び社員総会の議を経て、その施設を指導 

     医指定施設として認定し、指導医指定施設認定証を交付する。 

第１０条 指導医指定施設認定証の有効期間は、その交付日より 5年とする。 
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第６章  指導医指定施設の更新 

 

第１１条 指導医指定施設は、資格取得後 5年ごとにこれを更新しなければならない。 

第１２条 指導医指定施設の更新を申請する施設は、細則に定める申請書類を指導医認定委員会に提出 

     しなければならない。 

 

第７章  指導医指定施設認定の解除 

 

第１３条 指導医指定施設は、次の理由により認定が解除される。 

１．第 6条に該当しなくなったとき。 

２．指導医指定施設の認定を辞退したとき。 

３．指導医指定施設の更新手続きを行わなかったとき。 

 

第８章  指導医申請資格 

 

第１４条 新たに指導医になろうとする者は、次の各項に定める資格をすべて備えていなければならな 

     い。 

１．専門医であること。 

２．指導医指定施設またはこれに準じる診療施設*１に通算 10年以上勤務し、救急診療に従事し 

  た者であること。あるいは、救急医学に関連する学会*2の専門医等の資格を取得後、前記の施 

  設で救急診療に通算 7年以上従事した者であること。 

３．申請時において、継続して 10年以上本学会の会員であり、救急医学に関する診療・教育・ 

  研究活動を行っている者であること。 

   ４．申請時において、救急医療に専従していること。 

５．日本救急医学会雑誌（JJAAM）または、Acute Medicine & Surgery（AMS）に論文を発表して 

  いること。 

＊１  ここでいうこれに準じる診療施設は、日本救急医学会指導医制度規則第 4 章第 6条を 

     もとに指導医認定委員会で決定する。 
＊２   日本内科学会      日本小児科学会      日本循環器学会 

日本外科学会      日本整形外科学会     日本麻酔科学会 

日本胸部外科学会    日本脳神経外科学会    日本形成外科学会 

日本小児外科学会    日本消化器外科学会    日本集中治療医学会 

 

第９章  指導医の認定 

 

第１５条 指導医の認定を受けようとする者は、細則に定める申請書類を、申請手数料とともに指導医 

     認定委員会に提出しなければならない。 

第１６条 指導医認定委員会は、毎年 1回、指導医申請書類によって資格審査を行い、必要な条件を満 

     足する者に対して筆記または口頭の試験を行う。 

第１７条 指導医認定委員会は、筆記または口頭の試験の結果について合議し、指導医としての適否を 

     審査し、その結果を制度委員会を経て代表理事に報告する。 

第１８条 代表理事は制度委員会の報告に基づき、理事会及び社員総会の議を経て、その者を指導医と 

     して認定し、指導医認定証を交付する。 
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第１９条 指導医認定証の有効期間は、その交付日より 5年とする。ただし、規則第 11章第 22 条の規 

     定によって、指導医が指導医の資格を喪失した場合、指導医認定証の有効期間は、指導医の 

     資格を喪失した日に終わる。 

 

第１０章  指導医の更新 

 

第２０条 指導医は、指導医資格取得後 5年ごとに、これを更新しなければならない。ただし名誉会員 

     （及び功労会員）はその限りではない。 

 

第２１条 指導医の更新を申請する者は、細則に定める更新申請書類を指導医認定委員会に提出しなけ 

     ればならない。 

 

第１１章 指導医の資格喪失・取消・活動休止 

 

第２２条 指導医は、次の各項の理由により、その資格を喪失する。 

１．日本国の医師免許を、喪失・返上したとき、または剥奪されたとき。 

２．本学会の会員資格を喪失したとき。 

   ３．専門医としての資格を喪失したとき。ただし、満 65歳以上の者については、専門医としての 

     資格を喪失しても、指導医としての資格は喪失しない。 

４．指導医を辞退したとき、または指導医の認定を取り消されたとき。 

５．指導医の更新手続きを行わなかったとき、または更新を認められなかったとき。 

第２３条 指導医としてふさわしくない行為のあったとき、または指導医として不適と認められたとき 

     は、指導医認定委員会、制度委員会、理事会及び社員総会の議決によって、指導医の認定を 

     取り消すことができる。ただしこの場合、その指導医に対し、弁明の機会が与えられなけれ 

     ばならない。 

第２４条 指導医は、海外への留学や勤務、妊娠・出産・育児、病気療養、介護、災害被災などの理由

により、指導医としての活動を休止することができる。休止期間中は、指導医資格を失い、

指導医を名乗ることは許されない。休止期間に応じて更新時期を遅らせることができる。 

 

第１２章  附   則 

 

第２５条 この規則は制度委員会、理事会及び社員総会の議決を経なければ、変更または廃止すること 

     ができない。 

第２６条 この規則を施行するため、別に細則を定める。 

第２７条 この規則は、昭和 64 年 1 月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 4年 10 月 28 日から施行する。 

この改正は、平成 5年 11 月 16 日から施行する。 

この改正は、平成 8年 10 月 6 日から施行する。 

この改正は、平成 9年 11 月 25 日から施行する。 

この改正は、平成 11 年 11 月 9日から施行する。 

この改正は、平成 13 年 11 月 6日から施行する。 

この改正は、平成 15 年 11 月 18 日から施行する。 
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この改正は、平成 16 年 10 月 26 日から施行する。 

この改正は、平成 25 年 10 月 20 日から施行する。 

この改正は、平成 28 年 11 月 16 日から施行する。 

この改正は、令和 2年 11 月 17 日から施行する。 

この改正は、令和 4年 10 月 18 日から施行する。 
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日本救急医学会指導医制度施行細則 

 
第１章  運   営 

 

第 １ 条 日本救急医学会指導医制度規則の施行に当たり、規則に定められた以外の事項について 

は、施行細則の規定に従うものとする。 

 

第２章  指導医認定委員会 

 

第 ２ 条 指導医認定委員会委員の定員は 9名とする。 

第 ３ 条 委員の任期は 2年とし、再任を妨げない。ただし、連続 3期（6 年）を超えることはできな 

     い。 

第 ４ 条 指導医認定委員会の委員長は、制度委員会委員長が制度委員会委員の中から推薦し、委員は 

     委員長が推薦して、それぞれ制度委員会、理事会の議を経て代表理事が委嘱する。 

第 ５ 条 委員に欠員を生じたときは、委員長が推薦し、制度委員会、理事会の議を経て代表理事が委 

     嘱する。補充によって選任された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

第 ６ 条 委員会は定員の 3分の 2以上の委員の出席を要し、議決は出席者の過半数によって行う。 

文書による意思の表示は出席と認めない。 

第 ７ 条 委員長は、議事録を作成し、これを保管しなければならない。議事録は原則として公開しな 

     い。 

第 ８ 条 委員は、入手した会員に関する一切の情報を漏らしてはならない。 

第 ９ 条 委員会の事務は、日本救急医学会事務所において行う。 

 

第３章  指導医指定施設の認定 

 

第１０条 指導医指定施設の認定を受けようとする施設は、次の各項に定める申請書類正本各 1 通及び 

     副本各 7通を指導医認定委員会に提出しなければならない。 

１．指導医指定施設申請書 

２．施設内容説明書 

第１１条 指導医指定施設は、規則第 4章第 6条に定める以外に、原則として次の各項の条件を備えて 

     いなければならない。 

   １．救急科領域の専門研修基幹施設もしくは専門研修連携施設であること。 

   ２．常時 5例以上の重症救急患者に対して、特定の集中治療病床での集中治療が可能であること。 

３．救急部門への入院患者が年間 300 症例以上あること。 

４．救急専任の医師が 5名以上いること。 

５．救急専任の医師のうち、2名以上は日本救急医学会指導医（以下指導医と略記）であること。 

 

第４章  指導医指定施設の更新 

 

第１２条 指導医指定施設の更新を申請する施設は、有効期間満了年の申請期間に、次の各項に定 

める申請書類の正本各 1通及び副本各 7通を、指導医認定委員会に提出しなければなら 
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ない。 

１．指導医指定施設更新申請書 

２．施設内容説明書 
 

第５章  指導医の認定 

 

第１３条 指導医の認定を受けようとする者は、次の各項に定める申請書類の正本各 1通及び副本 

各 7 通を、別に定める申請手数料とともに指導医認定委員会に提出しなければならない。 

１．指導医申請書 

２．履歴書 

３．会員歴証明書 

４．業績目録 

５．指導医診療実績表 

６．診療実績証明書 

７．救急専従歴証明書 

 

第６章  業績目録 

 

第１４条 指導医の認定を申請する者は、前条第 4項に定める業績目録において、制度委員会が定める 

     配点にしたがい、総点数 100 点以上の救急医学に関する業績を記載しなければならない。 

     ただし、業績については、申請年 3月 31 日までの 10年間のものとする。その内訳は、学会 

     発表ならびに誌上発表においてそれぞれ50点以上とする。ただし、日本救急医学会総会での 

     司会・座長は学会発表に含める。 

 

第７章  診療実績表 

 

第１５条 指導医の認定を申請する者は、細則第5章第13 条第 5項に定める指導医診療実績表におい 

     て、制度委員会が定める 323 点の配点に従い、総点数において 240 点以上の実績を記載しな 

     ければならない。ただし、診療実績については、申請年 3月 31日までの 10 年間のものとす 

     る。その内訳は、［Ａ］において 72 点以上、［Ｂ］において 36点以上、［Ｃ］において 60 点 

     以上、［Ｄ］において 10点以上とする。 

ただし、日本専門医機構の基準にて救急科専門医を更新している場合は、[Ａ]～[Ｃ]の提出 

を免除する。 

 

第８章  診療実績証明書 

 

第１６条 指導医の認定を申請する者は、細則第 5章第 13条の 5項を証明する診療実績証明書を提出 

     しなければならない。 

 

第９章  指導医の更新 

 

第１７条 指導医の更新を申請する者は、有効期間満了年の申請期間に、次の各項に定める書類の正本 

     各 1通及び副本各 7通を、別に定める申請手数料とともに、指導医認定委員会に提出しなけ 
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     ればならない。 

１．指導医更新申請書 

２．履歴書 

３．指導医資格取得後 5年間における会費納入証明書 

４．指導医資格取得後 5年間で 3回以上の日本救急医学会総会・学術集会への参加 

５．指導医資格取得年の前年の 4月 1日以降 5年間の業績目録 

     業績目録においては、制度委員会が定める配点に従い、総点数55点以上の業績を記載しなけ 

     ればならない。その内訳は、参加・経験すべき事項 10～20 点、学会発表 25点以上、誌上発 

     表 10～20 点とする。なお、日本救急医学会総会での司会・座長、及び指導医セミナーへの参 

     加は、学会発表に含むことができる。 

     ただし、業績に含むことができる指導医セミナーへの参加については、1回（5点）を限度と 

     する。また、誌上発表の中には、日本救急医学会雑誌（JJAAM）・Acute Medicine & Surgery 

     （AMS）を含むことが望ましい。 

６．申請締切時において、満 65歳以上の指導医は、前回の更新申請年 4月 1日～申請年の 3月 

  31 日までに日本救急医学会総会に 3回出席したことを証明するもの（参加証など）の提出を 

  もって、本条 5項の業績にあてることができる。 

 

第１８条 指導医の更新に当たり、特別の理由により 5年間で総点数 55点に満たない者は、有効期間 

     満了年の申請期間に、第 17条に定める申請書類及び次の各項に定める書類の正本各 1通及 

     び副本各 7 通を、別に定める申請手数料とともに、指導医認定委員会に提出しなければなら 

     ない。 

１．指導医更新猶予申請書（書式自由） 

２．更新猶予申請理由を証明するもの 

 

第１９条 前条により、更新猶予が認められた者は、有効期間満了年の 2年後の申請期間に、細則第 9 

     章 17 条に定める手続きを取らなければならない。なお、その際提出する業績目録において 

     は、指導医資格取得年の前年の 4月 1日から 7年間で総点数 55点以上の業績の記載及び、 

     日本救急医学会総会・学術集会への 5回以上の参加履歴を記載しなければならない。 

     ただし、業績に含むことができる指導医セミナーへの参加については、2回（10 点）を限度 

     とする。 

＊指導医セミナーを業績に含むことができるのは、単年度につき 1 回（5 点）を限度とする。 

 

第２０条 指導医認定委員会は、必要に応じ、指導医更新の申請者に対して、細則第 9章第 17 条に定 

     める書類の記載内容について、説明を求めることができる。 

 

第１０章 指導医の活動休止 

 

第２１条 指導医の活動休止を希望する者は、活動休止を希望する理由、活動休止開始年、およびそれ

を証明する書類を添えて、指導医認定委員会に文書で申請し承認を得なければならない。 

 

第２２条 活動休止期間は、１年単位とし（4 月～翌年 3 月に固定）、休止の延長を希望する場合は、指

導医認定委員会に活動休止の文書を 1 年ごとに提出しなければならない。 
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第２３条 活動休止期間の年数分、指導医の更新時期を遅らせることができる。ただし休止期間中の業

績および診療実績は、更新の点数として認められず、休止期間中の総会・学術集会出席履歴

も認められない。 

 

第１１章  指導医及び指導医指定施設の申請 

 

第２４条 申請の期間は次の通りである。 

１．指導医認定申請は、毎年 4月 1日から 6月 30日までとする。 

２．指導医指定施設認定申請は、毎年 4月 1日から 6月 30 日までとする。 

第２５条 指導医制度規則第 8章第 14条に定める、指導医申請資格に疑問のある者は、毎年 2月末日 

     までに所定の履歴書を提出し、指導医認定委員会の判断を求めることができる。 

第２６条 申請手数料は次の通りである。 

指導医申請手数料 10,000 円（消費税別） 

指導医更新手数料 10,000 円（消費税別） 

第２７条 既納の申請手数料は、いかなる理由があっても返却しない。 

第２８条 申請先及び手数料送金先 

〒113-0033 東京都文京区本郷三丁目 3番 12 号 ケイズビルディング 3階 

日本救急医学会事務所 

第２９条 すべての審査は、毎年、その年の総会までに完了しなければならない。 
 

第１２章  認 定 料 

 
第３０条 指導医認定証の交付を受ける者は、認定料として、新規 50,000 円（消費税別）、更新 10,000

円（消費税別）を納付しなければならない。 

第３１条 既納の認定料は、いかなる理由があっても返却しない。 
 

第１３章  附   則 

 
第３２条 この細則の変更は、制度委員会の議決を経て、理事会の承認を得なければならない。 

第３３条 この細則の施行に関して生ずる疑義については、制度委員会が審議する。 

第３４条 この細則は、昭和 64 年 1 月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 2年 11 月 9 日から施行する。 

この改正は、平成 4年 10 月 28 日から施行する。 

この改正は、平成 5年 11 月 16 日から施行する。 

この改正は、平成 6年 11 月 14 日から施行する。 

この改正は、平成 8年 10 月 6 日から施行する。 

この改正は、平成 10 年 4月 21 日から施行する。 

この改正は、平成 11 年 2月 16 日から施行する。 

この改正は、平成 11 年 8月 6 日から施行する。 

この改正は、平成 11 年 11 月 9日から施行する。 

この改正は、平成 12 年 11 月 7日から施行する。 

この改正は、平成 13 年 4月 5 日から施行する。 

この改正は、平成 14 年 8月 5 日から施行する。 

この改正は、平成 14 年 10 月 8日から施行する。 
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この改正は、平成 15 年 2月 18 日から施行する。 

この改正は、平成 15 年 9月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 15 年 11 月 18 日から施行する。 

この改正は、平成 17 年 8月 3 日から施行する。 

この改正は、平成 18 年 10 月 29 日から施行する。 

この改正は、平成 19 年 9月 10 日から施行する。 

この改正は、平成 20 年 10 月 12 日から施行する。 

この改正は、平成 21 年 7月 17 日から施行する。 

この改正は、平成 22 年 7月 16 日から施行する。 

この改正は、平成 23 年 1月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 25 年 10 月 20 日から施行する。 

この改正は、平成 26 年 4月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 27 年 1月 1 日から施行する。 

この改正は、平成 28 年 11 月 16 日から施行する。 

この改正は、平成 30 年 2月 27 日から施行する。 

この改正は、平成 30 年 11 月 18 日から施行する。 

この改正は、令和元年 5月 27 日から施行する。 

この改正は、令和元年 10月 1 日から施行する。 

この改正は、令和 2年 2月 27 日から施行する。 

この改正は、令和 2年 11 月 17 日から施行する。 

この改正は、令和 4年 10 月 18 日から施行する。 

 

  




